
科目 

主管 

事 業 名 議会事務費（議会事務費） 

政策体系

款 01 議会費 項 01 議会費 目 01 議会費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

10,358千円 
（＋6,774千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 10,358千円 

議

事

調

査

課

１ 事業目的 

  議案や議案説明資料を始めとした市長提出資料や議会関係資料について、タブ

レット端末を用いた電子データを活用し、共有することで、紙ベースの資料を不

要とし、ペーパーレス化の推進を図る。 

また、本会議の状況を配信し、場所や時間を問わず視聴可能とすることで、市

政への関心を高めるとともに、市民に開かれた市議会を推進する。 

２ 事業内容 

⑴ タブレット端末導入事業

ア 導入台数 

２６台（議員２１台・事務局職員４台・予備１台） 

イ 仕様 

ＬＴＥモデル 

⑵ 録画中継配信事業

ア 配信対象 

本会議（定例会及び臨時会） 

イ 配信までに要する期間 

会議終了後５日以内（土日祝を除く。） 

ウ 配信方法 

清須市ホームページからリンクを貼り、専用サイトで公開する。 

⑶ 主な支出科目

区 分 内 容 事業費 

役務費 議事堂Ｗｉ－Ｆｉ回線使用料 27千円 

委託料 
録画中継配信業務初期費用及び運用

費用等 
2,790千円 

使用料及び賃借

料 

タブレット端末賃借料、システム使

用料及びＬＴＥ通信料（３ギガバイ

トまで） 

2,643千円 

工事請負費 議事堂Ｗｉ－Ｆｉ設置工事 2,642千円 

３ 事業効果 

タブレット端末を導入することで、議会運営の効率化及び議員活動の活性化を

図ることができる。 

また、本会議の状況を配信することにより、市政への関心を高めるとともに理

解を深めることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 議会広報紙発行費（議会広報費） 

政 策 体 系 
 

 

款 01 議会費 項 01 議会費 目 01 議会費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,722千円 
（＋11千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,722千円 

議

事

調

査

課 

１ 事業目的 

市政について関心を持ってもらうため、議会において議会広報を発行すること

により、議会の審議状況などを市民に周知する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 定例会 

各定例会閉会後、議会広報特別委員会（委員６人）の編集を経て、議会だよ

りを発行する。 

なお、発行日は、それぞれ定例会開催月（３月、６月、９月及び１２月）の

翌々月（５月、８月、１１月及び２月）の１日とする。 

 ⑵ 特集号 

議会構成を決定する臨時会の閉会後、議会だより特集号を発行する。 

なお、発行日は、臨時会開催月（５月）の翌月（６月）の１日とする。 

⑶ 発行部数等 

区 分 部 数 単 価 

定例会（３月、６月、９月及び１２月） 30,800部 12.32円／部 

臨時会（５月） 30,800部 1.54円／部 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 議会だより印刷製本費 1,722千円 

 

３ 事業効果 

議会だよりを発行し、継続的に情報を提供することにより、市民の議会への関

心を高めるとともに、理解を深めることができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 政務活動費交付金（政務活動費） 

政策体系

款 01 議会費 項 01 議会費 目 01 議会費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

3,780千円 
（＋315千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 3,780千円 

議

事

調

査

課

１ 事業目的 
議会の議員の市政に関する調査研究その他の活動に資するため、必要な経費（使

途基準により規定）の一部として、会派又は議員に対し、政務活動費を交付する。 

２ 事業内容 
⑴ 交付額及び交付の方法

基準日（４月１日及び１０月１日）における会派又は議員に対する政務活動
費を４月から９月まで及び１０月から３月までの半期ごとに交付する。 

政務活動費（年額） 議員数 
180,000円／人 21人 

⑵ 収支報告書の提出
政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、政務活動費に係る収入及び支出

の報告書を作成し、領収書の原本を添えて議長に提出する。 
 なお、政務活動費の交付額から必要な経費として支出した額を控除して残余
があった場合、会派又は議員は、残余の額に相当する額の政務活動費を収支報
告書の提出時に返還する。 

⑶ 支出科目
区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び
交付金 

政務活動費交付金 3,780千円 

⑷ 使途基準（例示）
区 分 内 容 

調査研究費 調査委託費、交通費及び宿泊費など 

研修費 
会場費・機材借上費、講師謝金、会費、交通費及び宿泊
費など 

調査費 交通費及び宿泊費など 
要請・陳情活動費 印刷・製本代、交通費及び宿泊費など 
会議費 印刷・製本代及び原稿料など 
資料作成費 印刷・製本代及び原稿料など 
資料購入費 書籍購入代及び新聞雑誌購読料など 
広報費 広報誌・報告書印刷費、送料及び交通費など 
事務費 事務用品・備品購入費及び通信費など 
その他 その他、調査研究活動に要する経費 

３ 事業効果 
市議会議員の市政に関する調査研究活動の充実を図ることにより、議員の見識

が高まり、市民生活の向上と市政の発展に寄与することができる。 
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